
Ｊ
Ａ
Ｌ
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解
雇
争
議
の
解
決

案
と
し
て
、
「
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務
委
託
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約

に
よ
る
職
務
の
提
供
」
（
月
額

12
万
5
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円
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報
酬
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2
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間
）

を
提
案
し
て
き
ま
し
た
。
「
業

務
委
託
」
は
政
財
界
が
狙
う

「
労
働
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制
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大
改
悪
」
の
先

取
り
で
す
。
雇
用
に
よ
ら
な
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働
き
方
で
労
働
関
連
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用
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ま
せ
ん
。
不
当
に
解
雇
さ

れ
た
被
解
雇
者
の
働
く
権
利
の

回
復
、
名
誉
回
復
に
は
な
り
ま

せ
ん
。

Ｊ
Ｈ
Ｕ
は
「
希
望
者
全
員
の

原
職
復
帰
」
と
「
損
害
を
補
償

す
る
解
決
金
」
を
求
め
て
い
ま

す
が
、
会
社
は
解
雇
し
た
人
だ

け
を
特
別
扱
い
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
と
真
正
面
か
ら
答
え
よ

う
と
し
て
い
ま
せ
ん
。
不
当
な

解
雇
に
対
し
て
納
得
い
く
解
決

を
め
ざ
し
て
闘
っ
て
い
ま
す
。

ＪＨＵは、ＪＡＬの不当労働行為について、東京都労働委員会

（都労委）に救済申立てをしています。また、国土交通省について

も、ＪＡＬを指導・監督する立場にあり,人員削減計画に深く関与

し、「使用者性」があったことから、団体交渉を求め、都労委への

申立てを行なっています。こうした中、超党派20名の国会議員が連

名で「ＪＡＬ争議の早期解決を求める要望書」を都労委に提出しま

した。国交省は責任を持って解雇争議を解決すべきです。

１４４名の学者・研究者が「ＪＡＬに解雇争議の早期全面解決を

求める声明」をＪＡＬ、国交省、都労委に提出しました。「整理解

雇者の優先雇用の国際基準」や「ＪＡＬグループ人権方針」の観点

からも早期に解決するよう要請しました。

ＪＡＬは再建後、解雇した乗務員を復職させないままにパイロッ

ト約４８０名、客室乗務員６３００名以上を採用しています。人員

削減した企業の経営状況が回復し、再び人員採用する場合には、解

雇された人を優先的に雇用することが国際労働基準であり、日本政

府も賛成しています。ＩＬＯ(国際労働機関)から解決に向けて4回も

勧告が出されています。ＪＡＬはグローバル企業として、国際労働

基準を守る責任があります。

2022年12月



航空法で公表が求められているＪＡＬグループ「安全報告書」で、

2011年3月31日時点の人員配置数が明らかになりました。

「更生計画」の目標を、パイロット・客室乗務員あわせ

て735人も超過削減しており、165名の解雇の必要がなかっ

たことを示す明確な証拠です。

ＪＡＬも国交省も削減人数を隠し、
「余剰」だとウソをついて解雇を強行！

2011年3月31日時点


